
 《補正予算額》  一般会計   752億940万1千円
   （債務負担⾏為） 7億6570万2千円

 《主な内容》  

 

【参考】⻑野県総合経済対策関連予算 第一弾（R7.11月補正（追加分）） 108億2045万1千円
今回補正予算額を加えた合計 860億8985万2千円

・ EVへの転換を促進するため、乗合バスへの電気バスの導入や道の駅等へのEV用充電インフラ整備を支援

・ 災害に備え、トイレカー等の整備を支援するとともに、現地拠点機能を搭載した地震体験⾞を導入

⻑野県総合経済対策の実⾏  752億6940万1千円

地域をゆたかにする消費⾏動の促進  4億9437万4千円

・ 農業共同利用施設等の電気料⾦等の⾼騰分や、きのこ⽣産者の⽣産資材価格⾼騰分の一部を助成

成⻑戦略分野に挑戦する県内企業を支援するため、⼯業技術総合センターの機能を強化
成⻑期待分野・新技術への投資促進

価格高騰等の環境変化への対応

・ 地域公共交通の維持に向け、バス・タクシードライバーの人材確保や地域鉄道の設備整備を支援

・ 賃上げ環境整備や価格転嫁促進に向けて、中小企業の課題解決のための副業・兼業人材の活用を加速化

持続可能な経営基盤の構築

・ 社会福祉施設・医療機関等の安定的なサービス提供に向け、光熱費等の⾼騰分や賃上げを支援

県⺠⽣活の安全・安⼼の確保  660億8492万2千円

・

・ 観光需要の創出や県内周遊の促進に向け、体験型観光プランの割引支援を実施

・ 農地や森林の集積・集約化に向けた取組や、収益⼒・競争⼒強化のための施設整備や機械導入等を支援

・ 県産農畜産物を選んで購入いただけるよう、魅⼒発信・消費喚起を展開

・ 事業者が⾏う省エネ・再エネ設備の導入を支援し、エネルギーコスト・CO2の削減や経営安定化を促進

・ ⼯業製品や⾷品の輸出拡⼤に向け、県内事業者の海外販路拡⼤の取組を支援

・ 国の補正予算を最⼤限活用し、各種インフラの防災・減災対策や基盤整備等を推進

暮らしの安全・安⼼の確保

技術向上研修や広域連携体制構築等を実施

・ 医療・介護・障害福祉分野等の⽣産性向上に向け、ICT機器等の導入や経営改善等に向けた取組を支援

国の補正予算を最⼤限活用し、今般策定した「暮らしを守り、未来を創る⻑野県総合経
済対策」を実⾏するための第⼆弾の補正予算案を編成
なお、社会・経済動向や国の当初予算を踏まえ、切れ目ない支援を⾏うため、令和８年

度当初予算へ第三弾として必要な施策を予算計上できるよう、引き続き検討

流域下⽔道事業会計 6000万円

成⻑投資等による経済構造の転換  86億9010万5千円

・ ツキノワグマによる人身被害ゼロを目指し、市町村の出没防止対策等を引き続き支援するとともに、捕獲

防災・減災、県土強靱化の総合的推進

令和７年度１⽉補正予算案のポイント

令和８年（2026年）１月９日

総務部財政課企画係 塚本、木次

電話 026-235-7039（直通）

026-232-0111（代表） 内線2099

FAX 026-235-7475

E-mail zaisei@pref.nagano.lg.jp

1

 共 有 資 料



成長戦略分野における競争力強化支援事業　　5億9832万1千円 <産業労働部>

　〔導入設備の活用による技術支援件数:30件（2026年度）〕

宿泊事業者のDX支援事業　　3億2544万3千円 <観光スポーツ部>

　〔申請件数:190件以上（2026年度末）〕

中小企業経営課題解決加速化支援事業　　2476万6千円 <産業労働部>

　〔事業者の経営課題解決件数:80件（2026年度）〕

農業共同利用施設等光熱価格高騰緊急支援事業　　1億円 <農政部>

　〔農業共同利用施設運営者への助成件数:14件（2026年度）〕

　県内宿泊事業者の生産性を向上するため、DX投資に係る経費の支援を引き続き実施
　　・補助対象者　　県内宿泊事業者
　　・補助対象経費　人手不足対策や生産性向上を図るためのDX投資に係る経費
　　・補助率　2/3以内（上限3,000千円）

地域産業の競争力強化に向けて、国が定める成長戦略分野のうち、当県が重点的に振興を図るAI、半導
体、GX（水素関連技術等）、フードテックなどに挑戦する県内企業を支援するため、工業技術総合セン
ターの支援体制を整備
　　・工業技術総合センターにおける性能評価、安全性試験、成分分析等を行う機器の整備

賃上げ環境の整備や価格転嫁の促進に向け、経営課題解決を加速化しようとする中小企業者を支援する
ため、副業・兼業のプロフェッショナル人材の活用に対し助成
　　・補助対象者　県内中小企業者
　　・補助対象経費　報酬、交通費、成約手数料等
　　・補助率　2/3以内（上限額　42万円）

（新）

動力光熱費高騰の影響を受ける農業共同利用施設の利用者負担を軽減するため、電気料金及び燃油費の
一部を助成
　　・補助対象者　農業共同利用施設の運営者
　　・補助対象経費　電気料金、燃油費の価格高騰分
　　・補助率　1/2以内（上限100万円）

（新）

（新）

成長投資等による経済構造の転換

成長期待分野・新技術への投資促進

長野県総合経済対策の実行

≪経営革新・生産性向上≫

価格高騰等の環境変化への対応

≪事業者等への経営継続支援≫

≪賃上げ・価格転嫁の促進≫

≪地域産業の稼ぐ力の強化≫
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土地改良区電気料金高騰対策支援事業　　1743万3千円 <農政部>

きのこ類生産資材高騰対策事業　　2億6792万3千円 <農政部・林務部>

　〔きのこ生産者への助成件数:331件（2026年度）〕

海外販路開拓特別支援事業　　1億3188万円 <産業労働部>

　〔工業製品等に係る商談件数:250件（2026年度）〕

　〔加工食品の輸出額:115億円（2026年）〕

農業共同利用施設整備事業　　13億3774万8千円 <農政部>

　〔５地区における主要穀類共同利用施設数:26施設（2024年度）→ 19施設（2027年度）〕

肥料コスト低減取組支援事業　　4060万円 <農政部>

　〔持続可能な農業に取り組む面積:3,494ha（2026年度末）〕

園芸産地強化対策整備事業　　1億1499万9千円 <農政部>

　〔集出荷施設整備、農業用機械等の導入件数:２件（2026年度）〕

化学肥料等削減・緑肥転換緊急支援事業　　5500万円 <農政部>

　〔緑肥作物を導入する面積:650.7ha（2026年度）〕

農業水利施設の省エネルギー化を図るとともに、農業者等の負担を軽減するため、土地改良区に対し、
農業用水需要ピーク期の電気料金高騰分の一部を支援
　　・補助対象者　土地改良区
　　・補助対象経費　電気料金高騰分（補助対象期間　令和７年６月～９月）
　　・補助率　①維持管理費に対する電気料金の割合が25％以上の土地改良区　7/10以内
　　　　　　　②維持管理費に対する電気料金の割合が25％未満の土地改良区　5/10以内

　資材価格高騰の影響を受けるきのこ生産者の事業継続を支援するため、生産資材費の一部を助成
　　・補助対象者　きのこ生産者
　　・補助対象経費、補助率　生産資材（培地、原木、包装資材等）の価格高騰分、定額

園芸産地において、産地の営農戦略に基づく収益力強化の取組に必要な農業用機械・施設等の整備費を
助成

持続可能な農業を目指し経営構造の転換を図る野菜農家等を支援するため、化学肥料・化学合成農薬の
削減の取組に対し、緑肥作物の種子購入費用を助成

　工業製品や食品等の県産品の輸出拡大を加速的に進めるため、市場が広がる海外での販路拡大を支援
　　［工業製品］・各国の展示会に長野県ブースを出展、企業の海外展示会等への出展費用を補助
　　［食品等］　・バイヤー招へい商談会の実施、食品展示即売会への県ブース出展支援等

持続可能な農業を目指し環境にやさしい農業への転換を図る「みどり認定」を推進するため、肥料コス
ト低減に資する機械の導入等を支援

県産農産物の安定生産・安定供給及び人口減少社会を見据えた農業の構造転換を図るため、地域農業を
支える老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化を行う事業主体を支援

（新）

≪海外展開・生産拠点の多角化≫

≪農林水産業の構造改革≫

持続可能な経営基盤の構築

3



未利用飼料資源利用促進支援事業　　483万9千円 <農政部>

　〔畜産物産出額:269億円（2020年度）→280億円（2027年度）〕

畜産振興施設整備事業　　5億5120万円 <農政部>

　〔畜産経営の収益性向上のための施設整備数:３件（2026年度）〕

農業経営体育成支援事業　　3億2707万1千円 <農政部>

　〔農地集積率:45％（2024年度）→60％（2033年度）〕

長野県農地利用集積・集約化基金事業　　3億3126万円 <農政部>

　〔農地集積率:45％（2024年度）→60％（2033年度）〕

森林の集積・集約化実証事業　　1310万円 <林務部>

　〔集約化地域箇所数:１か所（2026年度）〕

高性能林業機械導入推進事業　　1億1566万5千円 <林務部>

　〔木材生産量:629千㎥（2023年度）→830千㎥（2027年度）〕

木材産業循環成長対策事業　　2億927万5千円 <林務部>

　〔木材生産量:629千㎥（2023年度）→830千㎥（2027年度）〕

松林健全化推進事業　　1億693万2千円 <林務部>

　〔被害木の駆除量:4,384㎥（2026年度）〕

優良苗木の安定供給促進事業　　1684万円 <林務部>

　〔苗木生産量:267万本（2026年度）〕

野生鳥獣被害防除対策事業　　171万3千円 <林務部>

　〔ICT技術を活用したわなの配備:１地域（2026年度）〕

ニホンジカによる林業被害を防ぐため、シカ等による林業被害が著しい森林地域において、捕獲に必要
な用具等の整備を支援

県産材の利用の促進、県産材製品の競争力を強化するため、木材加工・流通に係る施設整備費、木質バ
イオマス利用促進施設の整備費を助成

　森林病害虫による被害拡大防止のため、対策対象松林における被害防除を支援

　農地集積・集約化の促進に向けた事業実施のための基金積立を実施

　経営構造の転換や経営発展を図るため、農業用機械の導入やパイプハウス等の施設整備費を助成

林業用優良苗木の生産拡大・安定供給を図るため、苗木生産設備に係る経費を支援するとともに、県管
理採種園を整備

畜産の収益性向上を図るため、畜産経営体、農業協同組合、市町村等地域の関係者で構成する協議会が
行う施設等の整備費を助成

配合飼料の使用量を低減するため、飼料原料となる食品製造副産物の利用拡大に向けて地域内の流通体
制を整備

森林の効率的・持続的な経営管理を促進するため、複数の森林所有者間の合意形成や森林境界の明確化
等に要する経費の一部を助成

　素材生産コストの低減と労働安全性の向上を図るため、高性能林業機械の導入経費を助成

4



エネルギーコスト削減促進事業　　23億1937万8千円

<環境部・県民文化部・健康福祉部・産業労働部・観光スポーツ部・農政部・林務部>

　〔助成件数:671施設（2026年度）〕

　〔エネルギーコスト削減額:約4.7億円/年（2026年度）〕

　〔CO2削減量:約10,100t-CO2（2026年度）〕

交通ＧＸ加速化のための電気バス導入支援事業　　1億1400万円 <企画振興部>

　〔電気バス新規導入台数（累計）:４台（2025年度）→８台（2026年度）〕

電気自動車用充電インフラ整備促進事業　　2300万円 <環境部>

　〔急速充電器設置数:700基（2030年度末）〕

長野県GIGAスクール構想加速化基金積立金　　15億4171万9千円 <教育委員会>

県産米の価値魅力発信事業　　883万1千円 <農政部>

おいしい信州の食肉消費拡大事業　　602万3千円 <農政部>

　〔畜産物産出額:269億円（2020年度）→280億円（2027年度）〕

二酸化炭素排出量削減による環境負荷の軽減や長期的な輸送コストの低減を図るため、電気バス及び充
電設備の導入を支援
　　・補助対象者　県内乗合バス事業者

（新）

（新）

物価高に直面する県内事業者のエネルギーコストの削減を促進し、経営基盤の強化・安定と脱炭素社会
の実現を図るため、高効率設備や再生可能エネルギー設備の更新・導入に要する経費を助成
　　・補助対象者　県内民間事業者
　　・補助対象設備　①高効率設備（省エネ設備）（JIS規格（原則トップランナー基準）を満たす空調設
　　　　　　　　　　　備、換気設備、LED照明設備、冷蔵・冷凍設備、エネルギー管理設備、恒温設備、
　　　　　　　　　　　熱電供給設備、電気制御設備、窓等）
　　　　　　　　　　②再エネ設備（太陽光発電システム等）
　　・補助率　①高効率設備（省エネ設備）　社会福祉施設等：2/3以内、左記以外：1/2以内
　　　　　　　②再エネ設備　４万円/kW（50kW未満）
　　　　　　　③次の要件を満たす場合：3/4以内
　　　　　　　　[要件]事業活動温暖化対策計画書を提出すること　等
　　・補助限度額　①＋②：下限額50万円、上限額500万円　③：上限額1,500万円に引上げ

　１人１台端末等の更新整備を進めるための基金積立を実施
　　・支援対象　市町村立義務教育諸学校、県立中学校、県立特別支援学校の端末更新等

電気自動車（EV）への転換を着実に進めるため、「未設置区間ゼロ・電池切れゼロ」に向け充電インフ
ラの整備を促進
　　・補助対象経費　急速充電器の設置・更新に要する経費（道の駅、観光地、主要道路の空白区間等）

生産コストの高止まりにより厳しい経営環境下にある畜産農家の所得を確保するため、県産牛肉・豚肉
の美味しさや品質の良さを広くPRし、消費を喚起

　県産米の消費拡大を図るため、情報発信や商談会などを実施

地域をゆたかにする消費行動の促進

≪しあわせバイ信州運動の展開≫

≪成長につながる人材基盤の強化≫

≪エネルギーコスト削減≫
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体験型観光機会創出事業　　4億7952万円 <観光スポーツ部>

　〔体験プランの利用者数:7.2万人以上（2026年度）〕

災害対応車両整備促進事業　　4950万円 <危機管理部>

地震体験車更新事業　　6895万1千円 <危機管理部>

地域介護・福祉空間整備等施設整備事業　　4362万8千円 <健康福祉部>

補助公共事業　　501億8975万2千円（債務負担行為　7億6570万2千円） <建設部・林務部・農政部・環境部>

直轄事業負担金　　96億3222万2千円 <建設部・林務部>

自然公園施設整備事業　　6797万6千円 <環境部>

　〔自然公園等の施設整備:25か所（2025年度）〕

（新）

子育て家庭を中心に体験型観光の機会創出及び県内周遊を促進するため、オンライン予約サイトを通じ
た体験プランの割引支援を実施
　　・実施期間　　令和８年３月下旬～令和８年12月
　　・割引率　　　県民：50％　　県民以外：20％
　　・割引上限額　5,000円
　　・割引対象　　自然を活用したアクティビティや、長野県の歴史・食文化を学べる体験・施設等

　国立・国定公園における利用者の安全対策を推進するため、老朽化した木橋の整備等を実施

　高齢者施設の防災・減災対策を強化するため、水害対策等に要する費用を助成
　　・補助対象者　社会福祉法人等
　　・補助対象事業、補助率　給水設備整備・水害対策改修等、3/4以内

　国が補正予算により実施する直轄事業（道路・河川・砂防・治山等）に係る負担金を追加

激甚化・頻発化する災害に備え、国の補正予算を最大限活用した防災・減災対策、農林業の産業基盤強
化等に必要なインフラ整備を推進

発災時、被災者に良好な生活環境を提供するため、民間事業者によるトイレカー、ランドリーカーなど
の災害対応車両整備を促進
　　・補助対象経費　自走・牽引可能な移動設置型トイレ、洗濯設備の整備に要する経費
　　・補助率　1/2以内（上限額：17,500千円）

県民の防災意識を高めるとともに、災害時の対応力向上を図るため、新たに災害時派遣職員の現地拠点
機能を搭載した地震体験車に更新

県民生活の安全・安心の確保

防災・減災、県土強靱化の総合的推進

≪観光需要の創出と経済波及効果の拡大≫

≪地域防災力向上≫

≪県土強靱化の推進≫
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地籍調査事業　　6009万円 <農政部>

　〔調査面積:187k㎡（2029年度）〕

立地適正化計画策定等推進事業　　235万円 <建設部>

県有施設・設備整備等事業　　14億5803万9千円 <総務部ほか>

社会福祉施設等価格高騰対策支援事業　　13億3211万8千円 <県民文化部・健康福祉部>

　〔社会福祉施設等への支援数:11,319施設（2025年度）〕

障害福祉分野における賃上げ・職場環境改善支援事業　　4億241万5千円 <健康福祉部>

医療機関施設整備促進支援事業　　4095万9千円 <健康福祉部>

障害福祉サービス継続支援事業　　4億1494万8千円 <健康福祉部>

災害復旧の迅速化や公共事業の円滑化を図るため、市町村が行う土地の所有者、境界、面積、地番など
を明確化する地籍調査を支援

　県有施設・設備の整備等について、投資効果の早期発現や発注の平準化等のため、前倒しして実施

　障害福祉サービス事業所等の人材の確保・定着を図るため、賃金の引上げや職場環境改善等に対し支援
　　・支援額（１月当たり）
　　　①処遇改善加算を取得の上、職場環境改善を計画・実施する障害福祉サービス事業所等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.4万円/従事者
　　　②地域生活支援拠点等に登録を行う（又は見込み）障害福祉サービス事業所等への上乗せ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.5万円/従事者

コンパクト・プラス・ネットワークの取組を一層強化するため、市町村域を超えた広域連携による立地
の適正化を図るとともに、「広域的な立地適正化の方針」の作成に向けた調査・検討を実施
　　・県内市町村が策定済みの立地適正化計画について、エリア設定の考え方等を整理・分析
　　・計画未策定の市町村に対して情報提供等の伴走支援を実施

（新）

（新）

物価上昇の影響がある中でも障害福祉サービス事業所等がサービスを円滑に継続できるよう、必要な備
品や大規模災害の備えとしての備蓄品等の購入費用の一部を助成
　　・補助率　サービス種別に応じ定額

（新）

物価高騰に直面する社会福祉施設等の安定的なサービスの提供を支援するため、光熱費・食材費の価格
高騰分の一部を助成
　　・交付対象者　高齢者福祉施設、障がい福祉施設、保護施設、児童養護施設、医療機関（病院、一般
　　　　　　　　　診療所、助産所、歯科診療所）、薬局、施術所、歯科技工所及び普通公衆浴場等の設
　　　　　　　　　置者
　　・交付額　基準単価：施設種別に応じ定額、加算単価：施設種別・利用定員等に応じ定額

物価高騰を踏まえ、国庫補助事業等の交付対象となる施設の新築・増改築等を行う医療機関に対し、建
築資材高騰分を支援

≪医療・介護等提供体制の確保≫

暮らしの安全・安心の確保

≪投資効果の早期発現≫

7



医療機関生産性向上支援事業　　6億4000万円 <健康福祉部>

介護テクノロジー定着支援事業　　6億8006万1千円 <健康福祉部>

障害福祉分野における生産性向上推進総合事業　　1470万1千円 <健康福祉部>

私立幼稚園等ICT化サポート事業　　3137万5千円 <県民文化部>

地域子ども・子育て支援事業における事業継続支援事業　　2609万6千円 <県民文化部>

介護福祉士修学資金等貸付事業　　3億1355万円 <健康福祉部>

ケアプランデータ連携システム導入支援モデル事業　　3400万円 <健康福祉部>

介護分野における小規模事業者等による協働化等推進事業　　750万円 <健康福祉部>

社会福祉施設等整備事業　　2億5872万4千円 <健康福祉部>

障がい児安全安心対策事業　　172万5千円 <健康福祉部>

介護職員処遇改善加算等取得促進支援事業　　562万4千円 <健康福祉部>

　障がい児の性被害防止のため、プライバシー保護に必要な設備等の設置経費を助成
　　・補助対象者　障害児通所支援事業所等
　　・補助対象経費、補助率　パーテーション、カメラ等の設備設置経費、3/4以内

障害福祉サービス事業所等に係る福祉・介護職員等の処遇改善に向け、福祉・介護職員等処遇改善加算
の取得を促進するため、個別の助言・指導等を実施

（新）

私立幼稚園等における幼児教育の質の向上を図るため、業務効率化や業務負担軽減につながるICT環境整
備を支援
　　・補助対象経費、補助率　ICT機器等の導入経費、3/4以内

市町村が実施する子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業において、安定的な事業
運営を継続して提供できるようにするため、物品の購入等に係る経費の価格高騰分を補助

（新）

障害福祉サービス事業所等の人材の確保・定着を図るため、業務効率化や業務負担軽減につながる介護
テクノロジーの導入経費を助成
　　・補助対象経費、補助率　介護ロボット・ICT機器等の導入経費、3/4以内

　介護職を目指す学生の修学等を支援するため、介護福祉士修学資金等の貸付に係る経費を助成

地域全体での介護現場の生産性向上を推進するため、モデル地域を設定し、ケアプランデータ連携シス
テムの導入及び効果検証を実施
　　・補助対象者　市町村、広域連合

（新）

医療分野の生産性向上を図り、医療人材の確保・定着に繋げるため、医療機関における業務効率化・職
場環境改善に資する取組を支援
　　・補助対象者　「業務効率化推進委員会（仮称）」を設置し、業務効率化・職場環境改善に資する
　　　　　　　　　ICT機器等の導入等の取組を行う病院
　　・補助対象経費、補助率　ICT機器等の導入等に要する経費、4/5以内

介護現場の生産性向上を図るため、介護施設における業務負担軽減や効率化に資する介護ロボットやICT
等の介護テクノロジーの導入・定着に対し支援
　　・補助対象経費、補助率　介護ロボット・ICT機器等の導入経費、4/5以内

障がい者の地域移行の推進及び障がい福祉施設の安全・安心を確保するため、受け皿となる施設の新設
等に係る経費を助成

介護分野における小規模事業者の経営の安定化を図るため、複数の法人で構成する事業者グループが協
働で行う、職場環境改善に資する取組を支援

（新）
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障害福祉分野における経営改善等サポート促進事業　　421万2千円 <健康福祉部>

抗インフルエンザウイルス薬備蓄事業　　1億409万8千円 <健康福祉部>

ドライバー等人材確保支援事業　　2720万円 <企画振興部>

　〔県内乗合バス事業者の運転手数:1,500人（2028年度）〕

　〔県内タクシー事業者の運転手数:3,200人（2028年度）〕

地域鉄道安全性向上支援事業　　9014万5千円 <企画振興部>

　〔鉄道施設の老朽化、設備不良に起因する重大事故の発生件数:０件（2026年度）〕

ツキノワグマ総合対策事業　　5020万円 <林務部>

　〔ツキノワグマによる人身被害:０件（2026年度）〕

ツキノワグマ対策専門人材育成事業　　847万5千円 <林務部>

　〔講習会受講市町村:77市町村（2026年度）〕

　〔射撃技術向上講座受講者:45名（2026年度）〕

野生鳥獣被害対策実施隊広域連携モデル構築事業　　928万8千円 <林務部>

　〔広域連携体制モデルの構築:１地域（2026年度）〕

野生鳥獣被害対策における担い手の人材不足や高齢化、緊急対応の困難さなどの課題を克服するため、
市町村間で連携し、迅速かつ効果的な被害対策を実施できる体制を整備

ツキノワグマによる人身被害ゼロを目指し、人の生活圏への出没防止及び人身被害の回避のため、総合
的な対策を実施
　　・ツキノワグマの専門家派遣による指導・普及啓発を実施
　　・市町村と連携したツキノワグマの出没状況の情報発信
　　・市町村が実施する、ツキノワグマの出没防止対策や対応体制の構築、出没時の捕獲対応等の総合的
　　　な対策を支援

持続可能な地域公共交通を実現するため、バス・タクシードライバーの更なる人材確保に向けた取組を
支援
　　・大型第二種免許の取得支援（補助対象者　乗合バス事業者）
　　・採用活動経費への支援（補助対象者　乗合バス事業者、タクシー事業者）

新型インフルエンザの発生とまん延に備え、健康被害を最小限にとどめるため、感染の拡大防止と患者
等の治療に必要な抗インフルエンザウイルス薬を購入備蓄

（新）

（新）

　障害福祉サービス事業所等の情報公表や財務状況の見える化を促進するため、支援体制を整備

　地域鉄道の安全性を確保するため、地域鉄道事業者が行う設備整備を支援

地域におけるツキノワグマ被害の未然防止と住民の安心・安全の確保に資する対応力の向上を図るた
め、市町村及び県の担当職員等への研修及び捕獲者の射撃技術向上講座を実施

（新）

≪地域公共交通の維持・利用転換≫

≪ツキノワグマ対策の推進≫
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（単位　千円）

（Ａ） （Ｂ） ％

75,209,401 1,042,003,867 1,117,213,268 1,096,017,588 101.9

60,000 48,155,333 48,215,333 55,682,744 86.6

流域下水道事業 60,000 20,533,542 20,593,542 20,871,283 98.7

企 業 特 別 会 計

補 正 予 算 額 計

１　令和７年度１月補正予算総括

一 般 会 計

会 計 別
補 正 前 の 額

令　　和　　７　　年　　度 令 和 ６ 年 度

１月現計予算額 (A)/(B)

1



２ 　 一　般　会　計

　　（１）　　歳　 入 （単位 千円）

令　　　 和　　　 ７　　　 年　　　 度 令和６年度

区　　　　　　分
補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

１月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

1 県 税 － 254,718,070 254,718,070 240,213,201 106.0

2
地 方 消 費 税
清 算 金

－ 111,830,315 111,830,315 103,101,749 108.5

3 地 方 譲 与 税 － 45,312,000 45,312,000 41,289,000 109.7

4
地 方 特 例
交 付 金

－ 1,252,000 1,252,000 7,496,000 16.7

5 地 方 交 付 税 2,664,935 220,292,281 222,957,216 217,108,119 102.7

6
交通安全 対策
特 別 交 付 金

－ 511,000 511,000 556,000 91.9

7
分 担 金 及 び
負 担 金

705,863 3,455,285 4,161,148 2,584,034 161.0

8
使 用 料 及 び
手 数 料

－ 14,448,224 14,448,224 14,504,744 99.6

9 国 庫 支 出 金 37,521,661 136,574,493 174,096,154 159,389,143 109.2

10 財 産 収 入 － 1,586,011 1,586,011 1,415,999 112.0

11 寄 付 金 － 1,205,602 1,205,602 1,186,743 101.6

12 繰 入 金 － 28,462,815 28,462,815 28,428,728 100.1

13 繰 越 金 － 2,471,940 2,471,940 2,074,464 119.2

14 諸 収 入 153,942 141,233,831 141,387,773 165,624,664 85.4

15 県 債 34,163,000 78,650,000 112,813,000 111,045,000 101.6

計 75,209,401 1,042,003,867 1,117,213,268 1,096,017,588 101.9

(A)/(B)

2



　　（２）　　歳　出（目的別） （単位 千円）

令　　　 和　　　 ７　　　 年　　　 度 令和６年度

区　　　　　　分
補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

１月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

1 議 会 費 － 1,462,396 1,462,396 1,472,454 99.3

2 総 務 費 875,128 57,560,224 58,435,352 45,700,370 127.9

3 民 生 費 3,611,482 145,841,418 149,452,900 140,173,480 106.6

4 衛 生 費 1,450,773 26,215,217 27,665,990 28,816,800 96.0

5 労 働 費 － 3,586,737 3,586,737 3,176,194 112.9

6 環 境 費 152,497 5,348,830 5,501,327 6,118,164 89.9

7 農林水産 業費 9,731,344 44,692,752 54,424,096 48,979,904 111.1

8 商 工 費 2,903,333 143,263,998 146,167,331 164,657,045 88.8

9 土 木 費 54,136,410 119,948,031 174,084,441 176,307,662 98.7

10 警 察 費 475,303 47,996,079 48,471,382 47,903,968 101.2

11 教 育 費 1,873,131 210,982,046 212,855,177 207,220,764 102.7

12 災 害 復 旧 費 ― 7,339,357 7,339,357 8,077,908 90.9

13 公 債 費 ― 117,556,409 117,556,409 117,682,271 99.9

14 諸 支 出 金 － 110,110,373 110,110,373 99,630,604 110.5

15 予 備 費 － 100,000 100,000 100,000 100.0

計 75,209,401 1,042,003,867 1,117,213,268 1,096,017,588 101.9

(A)/(B)

3



　　（３）　歳　出（性質別） （単位 千円）

令　　　 和　　　 ７　　　 年　　　 度 令和６年度

区　　　　　　分
補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

１月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

80,039 247,490,355 247,570,394 254,579,149 97.2

－ 17,527,403 17,527,403 17,213,657 101.8

－ 117,106,297 117,106,297 117,157,739 100.0

67,965,718 172,867,548 240,833,266 227,502,957 105.9

一般公共事業費 54,360,242 96,239,147 150,599,389 148,590,243 101.4

災害公共事業費 － 6,767,742 6,767,742 7,664,088 88.3

一般単独事業費 3,973,254 56,380,302 60,353,556 47,049,747 128.3

災害単独事業費 － 571,615 571,615 413,820 138.1

直轄事業負担金 9,632,222 12,908,742 22,540,964 23,785,059 94.8

7,163,644 487,012,264 494,175,908 479,564,086 103.0

計 75,209,401 1,042,003,867 1,117,213,268 1,096,017,588 101.9

(A)/(B)

そ の 他 行 政 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費
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　長野県総合経済対策の実行

◎　成長投資等による経済構造の転換

■　成長期待分野・新技術への投資促進

○　地域産業の稼ぐ力の強化

【新】
成長戦略分野における競争力 598,321
強化支援事業費
[070401]

産業技術課
 TEL　026-235-7196
 FAX　026-235-7197
 sangi@pref.nagano.lg.jp

○　経営革新・生産性向上

宿泊事業者のＤＸ支援事業費 325,443
[080102]

山岳高原観光課
 TEL　026-235-7250
 FAX　026-235-7257
 mt-tourism@pref.nagano.lg.jp

■　価格高騰等の環境変化への対応

○　賃上げ・価格転嫁の促進

【新】
中小企業経営課題解決加速化 24,766
支援事業補助金
[070201]

経営・創業支援課
 TEL　026-235-7195
 FAX　026-235-7496
 keieishien@pref.nagano.lg.jp （物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

３　主 要 事 業 一 覧

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

　賃上げ環境の整備や価格転嫁の促進のため、副
業・兼業人材の活用により経営課題解決を加速化
しようとする中小企業者を支援します。

　・補助対象者　県内中小企業者
　・補助対象経費　報酬、交通費、成約手数料等
　・補助率　2/3以内（上限額　42万円）

　*事業者の経営課題解決件数：80件（2026年度）

地域産業の競争力強化に向けて、国が定める成
長戦略分野のうち、当県が重点的に振興を図る
AI、半導体、GX（水素関連技術等）、フードテッ
クなどに挑戦する県内企業を支援するため、工業
技術総合センターの支援体制を整備します。

・工業技術総合センターにおける性能評価、安全
　性試験、成分分析等を行う機器の整備

　*導入設備の活用による技術支援件数：30件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2026年度）

県内宿泊事業者の生産性を向上するため、DX投
資に係る経費の支援を引き続き実施します。

・補助対象者　　県内宿泊事業者
・補助対象経費　人手不足対策や生産性向上を図
　　　　　　　　るためのDX投資に係る経費
　
・補助率　2/3以内（上限3,000千円）

　*申請件数：190件以上（2026年度末）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

○　事業者等への経営継続支援

【新】
農業共同利用施設等光熱価格 100,000
高騰緊急支援事業補助金
[090401]

園芸畜産課
 TEL　026-235-7227
 FAX　026-235-7481
 enchiku@pref.nagano.lg.jp

【新】
土地改良区電気料金高騰対策 17,433
支援事業補助金
[090503]

農地整備課
 TEL　026-235-7240
 FAX　026-233-4069
 nochi@pref.nagano.lg.jp

きのこ類生産資材高騰対策事 267,923
業補助金
[090404][100203]

園芸畜産課
 TEL　026-235-7227
 FAX　026-235-7481
 enchiku@pref.nagano.lg.jp
信州の木活用課
 TEL　026-235-7267
 FAX　026-235-7364
 ringyo@pref.nagano.lg.jp

動力光熱費高騰の影響を受ける農業共同利用施
設の利用者負担を軽減するため、電気料金及び燃
油費の一部を助成します。

・補助対象者　農業共同利用施設の運営者
・補助対象経費　電気料金、燃油費の価格高騰分
・補助率　1/2以内（上限100万円）

　*農業共同利用施設運営者への助成件数：14件
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（2026年度）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

資材価格高騰の影響を受けるきのこ生産者の事
業継続を支援するため、生産資材費の一部を助成
します。

・補助対象者　きのこ生産者
・補助対象経費　生産資材（培地、原木、包装資
　　　　　　　　材等）の価格高騰分
・補助率　定額

　*きのこ生産者への助成件数：331件（2026年度）

農業水利施設の省エネルギー化を図るととも
に、農業者等の負担を軽減するため、土地改良区
に対し、農業用水需要ピーク期の電気料金高騰分
の一部を支援します。

・補助対象者　土地改良区
・補助対象経費　電気料金高騰分
・補助対象期間　令和７年６月～９月
・補助率　①維持管理費に対する電気料金の割合
　　　　　　が25％以上の土地改良区　7/10以内
　　　　　②維持管理費に対する電気料金の割合
　　　　　　が25％未満の土地改良区　5/10以内

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

■　持続可能な経営基盤の構築

○　海外展開・生産拠点の多角化

海外販路開拓特別支援事業費 131,880
[070201][070701]

経営・創業支援課
 TEL　026-235-7195
 FAX　026-235-7496
 keieishien@pref.nagano.lg.jp

営業局
 TEL　026-235-7248
 FAX　026-235-7496
 eigyo@pref.nagano.lg.jp

○　農林水産業の構造改革

農業共同利用施設整備事業補 1,337,748
助金
[090301]

農業技術課
 TEL　026-235-7221
 FAX　026-235-8392
 nogi@pref.nagano.lg.jp

肥料コスト低減取組支援事業 40,600
費
[090302]

農業技術課
 TEL　026-235-7222
 FAX　026-235-8392
 nogi@pref.nagano.lg.jp

持続可能な農業を目指し環境にやさしい農業へ
の転換を図る「みどり認定」を推進するため、肥
料コスト低減に資する機械の導入等を支援しま
す。

・補助対象者　みどり認定者等
・補助対象経費　肥料コスト低減に資する機械の
　　　　　　　　導入経費、土壌診断経費
・補助率　1/2以内又は定額

 *持続可能な農業に取り組む面積：3,494ha
　　　　　　　　　　　　　　　　（2026年度末）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

県産農産物の安定生産・安定供給及び人口減少
社会を見据えた農業の構造転換を図るため、地域
農業を支える老朽化した共同利用施設の再編集
約・合理化を行う事業主体を支援します。

・補助対象者　農業協同組合等
・補助対象経費　施設の再編集約・合理化に係る
　　　　　　　　経費
・補助率　2/3以内

　*５地区における主要穀類共同利用施設数：
　　26施設（2024年度）→ 19施設（2027年度）

工業製品や食品等の県産品の輸出拡大を加速的
に進めるため、市場が広がる海外での販路拡大を
支援します。

［工業製品］
①各国の展示会に長野県ブースを出展
　・米国（医療機器等）
　・欧州（次世代モビリティ向け部品）
　・ベトナム、インド（自動車部品等）
②企業の海外展示会等への出展費用を補助
　・補助率　2/3以内（上限額　100万円）

［食品等］
①北米（カナダ・米国）
　・バイヤー招へい商談会の実施（カナダ）
　・県産品レセプションの開催（カナダ・米国）
　・食品展示即売会への出展支援（米国）
②オーストラリア（シドニー）
　・食品展示即売会への県ブース出展支援
　・外食店での展示商談会実施
③欧州（フランス）
　・バイヤー招へい商談会の実施
　・現地小売店での長野フェア実施
　・販路拡大・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾚｾﾌﾟｼｮﾝの実施

　*工業製品等に係る商談件数：250件（2026年度）
　*加工食品の輸出額：115億円（2026年）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

園芸産地強化対策整備事業補 114,999
助金
[090401]

園芸畜産課
 TEL　026-235-7227
 FAX　026-235-7481
 enchiku@pref.nagano.lg.jp

化学肥料等削減・緑肥転換緊 55,000
急支援事業補助金
[090401]

園芸畜産課
 TEL　026-235-7227
 FAX　026-235-7481
 enchiku@pref.nagano.lg.jp

未利用飼料資源利用促進支援 4,839
事業費
[090406]

園芸畜産課
 TEL　026-235-7227
 FAX　026-235-7481
 enchiku@pref.nagano.lg.jp

畜産振興施設整備事業補助金 551,200
[090406]

園芸畜産課
 TEL　026-235-7227
 FAX　026-235-7481
 enchiku@pref.nagano.lg.jp

農業経営体育成支援事業補助 327,071
金
[090601]

農村振興課
 TEL　026-235-7245
 FAX　026-235-7483
 noson@pref.nagano.lg.jp

経営構造の転換や経営発展を図るため、農業用
機械の導入やパイプハウス等の施設整備費を助成
します。

・事業主体　市町村
・補助対象者　農業者
・補助対象経費　トラクター等農業用機械やパイ
　　　　　　　　プハウス等施設の整備費用
・補助率　1/2以内等

　*農地集積率：45％（2024年度）→60％（2033年度）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

配合飼料の使用量を低減するため、飼料原料と
なる食品製造副産物の利用拡大に向けて地域内の
流通体制の整備を進めます。

・未利用飼料資源の掘り起し及びマッチングの実
　施

　*畜産物産出額：269億円（2020年度）
　　　　　　　　 →280億円（2027年度）

園芸産地において、産地の営農戦略に基づく収
益力強化の取組に必要な農業用機械・施設等の整
備費を助成します。

・補助対象者　農業協同組合等
・補助対象経費　集出荷施設等の産地基幹施設の
      　　　　　整備費、農業機械費、生産資材
　　　　　　　　費
・補助率　1/2以内

　*集出荷施設整備、農業用機械等の導入件数：
   ２件（2026年度）

持続可能な農業を目指し経営構造の転換を図る
野菜農家等を支援するため、化学肥料・化学合成
農薬の削減の取組に対し、緑肥作物の種子購入費
用を助成します。

・補助対象者　野菜農家等
・補助対象経費　緑肥作物の種子購入費
・補助率　定額

　*緑肥作物を導入する面積：650.7ha（2026年度）

畜産の収益性向上を図るため、畜産経営体、農
業協同組合、市町村等地域の関係者で構成する協
議会が行う施設等の整備費を助成します。

・補助対象者　畜産クラスター協議会
・補助対象経費　家畜の飼養管理施設の整備費用
・補助率　1/2以内

　*畜産経営の収益性向上のための施設整備数：３件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2026年度）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

長野県農地利用集積・集約化 331,260
基金事業費

農村振興課
 TEL　026-235-7245
 FAX　026-235-7483
 noson@pref.nagano.lg.jp

森林の集積・集約化実証事業 13,100
補助金
[100103]

森林政策課
 TEL　026-235-7264
 FAX　026-234-0330
 rinsei@pref.nagano.lg.jp

高性能林業機械導入推進事業 115,665
補助金
[100204]

信州の木活用課
 TEL　026-235-7267
 FAX　026-235-7364
 ringyo@pref.nagano.lg.jp

木材産業循環成長対策事業補 209,275
助金
[100301]

県産材利用推進室
 TEL　026-235-7266
 FAX　026-235-7364
 mokuzai@pref.nagano.lg.jp

松林健全化推進事業補助金 106,932
[100403]

森林づくり推進課
 TEL　026-235-7275
 FAX　026-234-0330
 shinrin@pref.nagano.lg.jp

素材生産コストの低減と労働安全性の向上を図
るため、高性能林業機械の導入経費を助成しま
す。

・補助対象者　森林組合、民間事業体等
・補助対象経費　高性能林業機械の導入経費
・補助率　1/2以内

　*木材生産量：
　　629千㎥（2023年度）→830千㎥（2027年度）

農地集積・集約化の促進に向けた事業実施のた
めの基金積立を実施します。

・基金事業主体　市町村又は農地中間管理機構
・支援対象者　地域又は農地中間管理機構
・支援対象経費　農地集約化の取組に応じ算定さ
                れた額又は機構運営に係る経費

　*農地集積率：
　　45％（2024年度）→60％（2033年度）

森林の効率的・持続的な経営管理を促進するた
め、複数の森林所有者間の合意形成や森林境界の
明確化等に要する経費の一部を助成します。

・補助対象者　地域協議会（構成員：市町村及び
　　　　　　　林業事業体等）
・補助対象経費　集約化に係る地域協議会の運
　　　　　　　　営、レーザ計測、ICT生産管理
　　　　　　　　ソフト等の導入に要する経費
・補助率　定額、1/2以内
　
 *集約化地域箇所数：１か所（2026年度）

森林病害虫による被害拡大防止のため、対策対
象松林における被害防除を支援します。

・補助対象者　市町村
・補助対象経費　松くい虫被害木の伐倒駆除に
　　　　　　　　係る経費
・補助率　3/4以内

　*被害木の駆除量：4,384㎥（2026年度）

県産材の利用の促進、県産材製品の競争力を強
化するため、木材加工・流通に係る施設整備費、
木質バイオマス利用促進施設の整備費を助成しま
す。

・補助対象者　民間事業体等
・補助対象経費　県産材の製材・加工・流通に係
　　　　　　　　る施設整備費、木質バイオマス
　　　　　　　　利用促進施設の整備
・補助率　1/2又は1/3以内

　*木材生産量：
　　629千㎥（2023年度）→830千㎥（2027年度）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

優良苗木の安定供給促進事業 16,840
費
[100404]

森林づくり推進課
 TEL　026-235-7270
 FAX　026-234-0330
 shinrin@pref.nagano.lg.jp

野生鳥獣被害防除対策事業費 1,713
[100406]

森林づくり推進課
 TEL　026-235-7273
 FAX　026-234-0330
 shinrin@pref.nagano.lg.jp

○　エネルギーコスト削減

【新】
エネルギーコスト削減促進事 2,319,378
業補助金
[040501][040801][050101][070302]

[090102][100202][070201]

ゼロカーボン推進課
 TEL  026-235-7022
 FAX　026-235-7491
 zerocarbon@pref.nagano.lg.jp

県民の学び支援課
 TEL　026-235-7058
 FAX　026-235-7284
 ken-manabi@pref.nagano.lg.jp

こども若者局こども・家庭課
 TEL　026-235-7098
 FAX　026-235-7390
 kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

こども若者局児童相談・養育支援室

 TEL　026-235-7099
 FAX　026-235-7390
 jido-shien@pref.nagano.lg.jp

健康福祉政策課
 TEL　026-235-7092
 FAX　026-235-7485
 kenko-fukushi@pref.nagano.lg.jp

経営・創業支援課
 TEL　026-235-7195
 FAX　026-235-7496
 keieishien@pref.nagano.lg.jp

山岳高原観光課
 TEL　026-235-7250
 FAX　026-235-7257
 mt-tourism@pref.nagano.lg.jp

物価高に直面する県内事業者のエネルギーコス
トの削減を促進し、経営基盤の強化・安定と脱炭
素社会の実現を図るため、高効率設備や再生可能
エネルギー設備の更新・導入に要する経費を助成
します。

・補助対象者　県内民間事業者
・補助対象設備
　①高効率設備（省エネ設備）（JIS規格（原則ト
　　ップランナー基準）を満たす空調設備、換気
　　設備、LED照明設備、冷蔵・冷凍設備、エネル
　　ギー管理設備、恒温設備、熱電供給設備、電
　　気制御設備、窓等）
　②再エネ設備（太陽光発電システム等）
・補助率
　①高効率設備（省エネ設備）
　　社会福祉施設等：2/3以内
　　上記以外：1/2以内
　②再エネ設備：４万円/kW（50kW未満）
　③次の要件を満たす場合：3/4以内
　　・事業活動温暖化対策計画書を提出すること
　　・長野県SDGs推進企業の登録を行っているこ
　　　と　　等
・補助限度額
　①＋②：下限額50万円、上限額500万円
　③：上限額1,500万円に引上げ

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

ニホンジカによる林業被害を防ぐため、シカ等
による林業被害が著しい森林地域において、捕獲
に必要な用具等の整備を支援します。

・補助対象者　市町村、地域協議会等
・補助対象経費　ICT技術を活用した捕獲体制の
　　　　　　　　整備に要する経費
・補助率　10/10以内

　*ICT技術を活用したわなの配備：１地域（2026年度）

林業用優良苗木の生産拡大・安定供給を図るた
め、苗木生産設備に係る経費を支援するととも
に、県管理採種園の整備を行います。

・新規種苗生産者の育成
・コンテナ苗生産体制の整備
・県管理採種園の整備

　*苗木生産量：267万本（2026年度）

農業政策課 信州の木活用課
 TEL　026-235-7211  TEL　026-235-7274
 FAX　026-235-7393  FAX　026-235-7364
 nosei@pref.nagano.lg.jp  ringyo@pref.nagano.lg.jp
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

交通ＧＸ加速化のための電気 114,000
バス導入支援事業補助金
[020901]

交通政策局交通政策課
 TEL  026-235-7015
 FAX  026-235-7396
 kotsu@pref.nagano.lg.jp

電気自動車用充電インフラ整 23,000
備促進事業補助金
[060202]

ゼロカーボン推進課
 TEL　026-235-7341
 FAX　026-235-7491
 zerocarbon@pref.nagano.lg.jp

○　成長につながる人材基盤の強化

長野県ＧＩＧＡスクール構想 1,541,719
加速化基金積立金
[150102]

教育政策課
 TEL　026-235-7421
 FAX　026-235-7487
 kyoiku@pref.nagano.lg.jp

◎　地域をゆたかにする消費行動の促進

○　しあわせバイ信州運動の展開

【新】
県産米の価値魅力発信事業費 8,831
[090202]

農産物マーケティング室
 TEL　026-235-7217
 FAX　026-235-7393
 marketing@pref.nagano.lg.jp

電気自動車（EV）への転換を着実に進めるた
め、「未設置区間ゼロ・電池切れゼロ」に向け充
電インフラの整備を促進します。

・補助対象経費
　急速充電器の設置・更新に要する経費
　（道の駅、観光地、主要道路の空白区間等）
・補助率
　新設：1/2（市町村は1/3）以内
　　　　　　　　　　　　（上限額150万円）
　更新：1/3（市町村は1/4）以内
　　　　　　　　　　　　（上限額100万円）

　*急速充電器設置数：700基（2030年度）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

二酸化炭素排出量削減による環境負荷の軽減や
長期的な輸送コストの低減を図るため、電気バス
及び充電設備の導入を支援します。

・補助対象者　県内乗合バス事業者
・補助対象経費　①車両、付属品・改造費
　　　　　　　　②充電設備等の導入費用
・補助率　①定額2,000万円
　　　　　②10/10以内（上限額  850万円）

　*電気バス新規導入台数（累計）：
　 ４台（2025年度）→８台（2026年度）

１人１台端末等の更新整備を進めるための基金
積立を実施します。
　
・支援対象　市町村立義務教育諸学校、県立中学
　　　　　　校、県立特別支援学校の端末更新等

県産米の消費拡大を図るため、情報発信や商談
会などを実施します。

・地産地消を推進する情報発信や啓発活動を実施
・県内実需者と生産者をつなぐ商談会等を開催

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

おいしい信州の食肉消費拡大 6,023
事業費
[090201]

農産物マーケティング室
 TEL　026-235-7216
 FAX　026-235-7393
 marketing@pref.nagano.lg.jp

○　観光需要の創出と経済波及効果の拡大

【新】
体験型観光機会創出事業費 479,520
[080201]

観光誘客課
 TEL　026-235-7253
 FAX　026-235-7257
 kankoshin@pref.nagano.lg.jp

◎　県民生活の安全・安心の確保

■　防災・減災、県土強靱化の総合的推進

○　地域防災力向上

災害対応車両整備促進事業補 49,500
助金
[010202]

危機管理防災課
 TEL　026-235-7184
 FAX　026-233-4332
 bosai@pref.nagano.lg.jp

地震体験車更新事業費 68,951
[010202]

危機管理防災課
 TEL　026-235-7184
 FAX　026-233-4332
 bosai@pref.nagano.lg.jp

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

発災時、被災者に良好な生活環境を提供するた
め、民間事業者によるトイレカー、ランドリー
カーなどの災害対応車両整備を促進します。

・補助対象者　移動設置型トイレ、移動式ランド
　　　　　　　リーを整備する民間事業者（レン
　　　　　　　タル事業者、コインランドリー
　　　　　　　事業者等）
・補助対象経費　自走・牽引可能な移動設置型ト
　　　　　　　　イレ、洗濯設備の整備に要する
　　　　　　　　経費
・補助率　1/2以内
・補助上限額　17,500千円/台

県民の防災意識を高めるとともに、災害時の対
応力向上を図るため、新たに災害時派遣職員の現
地拠点機能を搭載した地震体験車に更新します。

・台数　１台

生産コストの高止まりにより厳しい経営環境下
にある畜産農家の所得を確保するため、県産牛
肉・豚肉の美味しさや品質の良さを広くPRし、消
費を喚起することで経営の下支えを図ります。

・食肉関係事業者や県内観光事業者等と連携した
　県産牛肉、豚肉の販売促進活動等の実施

　*畜産物産出額：269億円（2020年度）
　　　　　　　　 →280億円（2027年度）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

子育て家庭を中心に体験型観光の機会創出及び
県内周遊を促進するため、オンライン予約サイト
を通じた体験プランの割引支援を実施します。

・実施期間　令和８年３月下旬～令和８年12月
・割引率　県民　　　50％
　　　　　県民以外　20％
・割引上限額　5,000円
・割引対象　自然を活用したアクティビティや、
　　　　　　長野県の歴史・食文化を学べる体験
　　　　　　・施設等

　*体験プラン利用者数：7.2万人以上（2026年度）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

地域介護・福祉空間整備等施 43,628
設整備事業補助金
[050901]

介護支援課
 TEL　026-235-7113
 FAX　026-235-7394
 kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

○　県土強靱化の推進

補助公共事業費 50,189,752
[060401][060402][090503][090504]

[100204][100401][100404][110302] 債務負担行為
[110303][110401][110501][110601] (765,702)
[110702][110703]

建設政策課
 TEL　026-235-7292
 FAX　026-235-7482 （単位：千円）

 kensetsu@pref.nagano.lg.jp
信州の木活用課
 TEL　026-235-7267
 FAX　026-235-7364
 ringyo@pref.nagano.lg.jp
森林づくり推進課
 TEL　026-235-7271
 FAX　026-234-0330
 shinrin@pref.nagano.lg.jp
農地整備課
 TEL　026-235-7237
 FAX　026-233-4069
 nochi@pref.nagano.lg.jp
水道・生活排水課
 TEL　026-235-7299
 FAX　026-235-7399
 seikatsuhaisui@pref.nagano.lg.jp

2,102,403

44,563,638

環　境 104,000

林　務

合　計 50,189,752 142,547,372

2,320,834 9,435,740

農　政 3,201,280 14,512,983

-

※現計予算：土地改良区電気料金高騰対策支援事業補助金に
　係る補正額を含む

5,984,160

1,098,877

生産性向上に資
する道路ネット
ワークの整備

通学路等の交
通安全対策

防災・減災対
策

区　分

農　政

補正額計 現計予算

建　設 112,614,489-

-

【防災・減災対策】
激甚化・頻発化する災害に備え、道路ネット

ワークの機能強化や流域治水対策、防災公園の機
能確保、インフラ老朽化対策、防災重点農業用た
め池の耐震化、農業水利施設の保全、間伐等の森
林整備、林道・治山施設、農業集落排水施設等の
整備などを実施します。

【通学路等の交通安全対策】
登下校中の児童生徒を交通事故から守るため、

歩道整備等を実施します。

【生産性向上に資する道路ネットワークの整備】
リニア中央新幹線の整備効果を広く県内に波及

させるために、リニア関連道路の整備等を実施し
ます。

【産業基盤整備】
地域計画を踏まえた農地の区画拡大や、収益性

の高い作物の産地形成に向けた基盤整備を推進し
ます。

建　設 42,147,600 1,548,477

環　境 104,000

867,561

区　分

-

-

高齢者施設の防災・減災対策を強化するため、
水害対策等に要する費用を助成します。

・補助対象者　社会福祉法人等
・補助対象事業　給水設備整備、水害対策改修等
・補助率　3/4以内

-林　務 2,320,834

867,561

1,098,877

-

-

合　計 46,674,837 1,548,477

産業基盤整備

-
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

直轄事業負担金 9,632,222

（単位：千円）

建設政策課
 TEL　026-235-7292
 FAX　026-235-7482
 kensetsu@pref.nagano.lg.jp
森林づくり推進課
 TEL　026-235-7271
 FAX　026-234-0330
 shinrin@pref.nagano.lg.jp

自然公園施設整備事業費 67,976
[060503]

自然保護課
 TEL　026-235-7180
 FAX　026-235-7498
 shizenhogo@pref.nagano.lg.jp

地籍調査事業補助金 60,090
[090501]

農地整備課
 TEL　026-235-7238
 FAX　026-233-4069
 nochi@pref.nagano.lg.jp

【新】
立地適正化計画策定等推進事 2,350
業費
[110701]

都市・まちづくり課
 TEL　026-235-7296
 FAX　026-252-7315
 toshi-machi@pref.nagano.lg.jp

国立・国定公園における利用者の安全対策を推
進するため、老朽化した木橋の整備等を実施しま
す。

・自然公園施設等整備事業
　実施箇所　中部山岳国立公園　２か所
　　　　　　　（河童橋明神池線歩道）
・自然環境整備支援事業補助金
　補助対象者　市町村
　補助対象経費　国定公園の歩道等の整備
　補助率　45/100以内

　*自然公園等の施設整備：25か所（2025年度）

国が補正予算により実施する直轄事業（道路・
河川・砂防・治山等）に係る負担金を追加しま
す。

・三遠南信自動車道整備、災害関連（千曲川）等
・復旧治山（小渋川地区、松川入地区）

区　分 防災・減災対策 補正額計

合　計 3,308,300 6,323,922

22,540,964

建　設 21,916,164

3,231,500 6,323,922 9,555,422

林　務 76,800 - 76,800

建　設

災害関連等

林　務 543,800

農　政

9,632,222

区　分 現計予算

コンパクト・プラス・ネットワークの取組を一
層強化するため、策定済みの立地適正化計画のエ
リア設定の考え方について整理・分析を行いま
す。

81,000

　災害復旧の迅速化や公共事業の円滑化を図るた
め、市町村が行う土地の所有者、境界、面積、地
番などを明確化する地籍調査を支援します。

・補助対象者　市町村
・補助対象経費　地籍調査費用
・補助率　3/4以内

　*調査面積：187k㎡（2029年度）
　　※第７次国土調査事業十箇年計画(2020～2029年度)

合　計
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

○　投資効果の早期発現

県有施設・設備整備等事業費 1,458,039
[030802][040201][040502][040801]

[060301][050302][050401][051001] （千円）
[051102][070401][090306][090407]

[150502][160101][160102]

財産活用課
 TEL　026-235-7044
 FAX　026-235-7474
 zaikatsu@pref.nagano.lg.jp
文化振興課
 TEL　026-235-7282
 FAX　026-235-7284
 bunkashinko@pref.nagano.lg.jp

県民の学び支援課
 TEL　026-235-7285
 FAX　026-235-7284
 ken-manabi@pref.nagano.lg.jp

こども若者局こども・家庭課
 TEL　026-235-7095
 FAX　026-235-7390
 kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

こども若者局児童相談・養育支援室

 TEL　026-235-7099
 FAX　026-235-7390
 jido-shien@pref.nagano.lg.jp

医師・看護人材確保対策課
 TEL　026-235-7144
 FAX　026-235-7377
 ishikango@pref.nagano.lg.jp

地域福祉課
 TEL　026-235-7114
 FAX　026-235-7172
 chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

障がい者支援課
 TEL　026-235-7103
 FAX　026-234-2369
 shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

食品・生活衛生課
 TEL　026-235-7153
 FAX　026-232-7288
shokusei@pref.nagano.lg.jp
水大気環境課
 TEL　026-235-7176
 FAX　026-235-7366
 mizutaiki@pref.nagano.lg.jp

産業技術課
 TEL　026-235-7196
 FAX　026-235-7197
 sangi@pref.nagano.lg.jp

13,551

県有施設・設備の整備等について、投資効果の
早期発現や発注の平準化等のため、前倒しして実
施します。

担当課事業名 予算額

西駒郷管理運営事業
費

障がい者支援課 5,115

食品試験・検査機器
整備事業費

食品・生活衛生
課

文化振興課

児童相談・養育
支援室

養成学校施設整備事
業費

17,671
医師・看護人材
確保対策課、地
域福祉課

農業技術課

45,472

長野県立大学旧明和
寮除却事業費

県民の学び支援
課

松本あさひ学園運営
費

5,852

特別支援学校施設計
画整備事業費

特別支援教育課

中長期修繕・改修事
業費

512,220財産活用課

文化施設改修事業費

5,206

35,857

32,151

150,821

松本旭町庁舎運営費 こども・家庭課

13,112

有害大気汚染物質等
監視機器整備事業費

水大気環境課

園芸畜産課

61,521

工業技術総合センタ
ー営繕工事事業費

合　計 1,458,039

警察施設等整備事業
費

警察本部会計課 475,303

産業技術課 36,597

特別支援学校スクー
ルバス整備事業費

特別支援教育課 47,590

家畜保健衛生所備品
整備事業費

農業関係試験場環境
整備事業費

農業技術課 警察本部会計課
 TEL　026-235-7220  TEL　026-233-0110
 FAX　026-235-8392  FAX　026-232-1110
 nogi@pref.nagano.lg.jp  police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

園芸畜産課 特別支援教育課
 TEL　026-235-7227  TEL　026-235-7432
 FAX　026-235-7481  FAX　026-235-7459
 enchiku@pref.nagano.lg.jp  tokubetsu-shien@pref.nagano.lg.jp
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

■　暮らしの安全・安心の確保

○　医療・介護等提供体制の確保

社会福祉施設等価格高騰対策 1,332,118
支援事業費
[040801][050101][050201][050402]

[050501][050901][051001][051101]

[051201]

こども若者局児童相談・養育支援室

 TEL　026-235-7099
 FAX　026-235-7390
 jido-shien@pref.nagano.lg.jp

健康福祉政策課
 TEL　026-235-7092
 FAX　026-235-7485
 kenko-fukushi@pref.nagano.lg.jp

【新】
障害福祉分野における賃上げ 402,415
・職場環境改善支援事業補助
金
[051001]

障がい者支援課
 TEL　026-235-7149
 FAX　026-234-2369
 shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

物価高騰に直面する社会福祉施設等の安定的な
サービスの提供を支援するため、光熱費・食材費
の価格高騰分の一部を助成します。

・交付対象者　高齢者福祉施設、障がい福祉施
　　　　　　　設、保護施設、児童養護施設、医
　　　　　　　療機関（病院、一般診療所、助産
　　　　　　　所、歯科診療所）、薬局、施術
　　　　　　　所、歯科技工所及び普通公衆浴場
　　　　　　　等の設置者
・対象期間　令和７年12月～令和８年５月
・交付額
　基準単価
　　入所・入院施設
　　　10万円/施設
　　訪問系サービス事業所・施術所・歯科技工所
　　　２万円/施設
　　通所施設・医療機関（入院施設以外）・薬局
　　　６万円/施設
　　普通公衆浴場
　　　３万円/施設
　加算単価
　　入所施設（高齢者施設）
　　　２千円/利用定員
　　入所施設（障がい福祉施設・保護施設）
　　　２万円/利用定員
　　通所施設（一部サービスに限る）
　　　２千円/利用定員
　　医療機関（入院施設）
　　　２万円/病床

　*社会福祉施設等への支援数：11,319施設(2025年度)

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

障害福祉サービス事業所等の人材の確保・定着
を図るため、賃金の引上げ及び職場環境改善等に
対する支援を実施します。

・補助対象者　障害福祉サービス事業所等
・支援額（１月当たり）
　①障害福祉サービス事業所等　0.4万円/従事者
　②地域生活支援拠点等登録（又は見込み）障害
　　福祉サービス事業所等　0.5万円/従事者

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

医療機関施設整備促進支援事 40,959
業費
[050201][050301]

医療政策課
 TEL　026-235-7145
 FAX　026-223-7106
 iryo@pref.nagano.lg.jp
医師・看護人材確保対策課
 TEL　026-235-7144
 FAX　026-235-7377
 ishikango@pref.nagano.lg.jp

【新】
障害福祉サービス継続支援事 414,948
業費
[051001]

障がい者支援課
 TEL　026-235-7149
 FAX　026-234-2369
 shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

【新】
医療機関生産性向上支援事業 640,000
補助金
[050301]

医師・看護人材確保対策課
 TEL　026-235-7144
 FAX　026-235-7377
 ishikango@pref.nagano.lg.jp

介護テクノロジー定着支援事 680,061
業費
[050902]

介護支援課
 TEL　026-235-7113
 FAX　026-235-7394
 kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

介護現場の生産性向上を図るため、介護施設に
おける業務負担軽減や効率化に資する介護ロボッ
トやICT等の介護テクノロジーの導入・定着に対し
支援します。

・補助対象者　介護サービス事業者等
・補助対象経費　介護ロボット・ICT機器等の導入
　　　　　　　　経費
・補助率　4/5以内

物価高騰を踏まえ、国庫補助事業等の交付対象
となる施設の新築・増改築等を行う医療機関に対
し、建築資材高騰分を支援します。

・補助対象者　病院及び診療所の開設者
・対象施設　医療施設等施設整備費補助金、医療
　　　　　　提供体制施設整備補助金及び地域医
　　　　　　療介護総合確保基金（Ⅰ-１）の交
　　　　　　付対象となる新築、増改築等を行う
　　　　　　病院及び診療所
・補助額　補助対象面積に応じた建築資材高騰分

医療分野の生産性向上を図り、医療人材の確
保・定着に繋げるため、医療機関における業務効
率化・職場環境改善に資する取組を支援します。

・補助対象者  業務効率化・職場環境改善に関す
　　　　　　　る目標値を設定し、進捗管理を行
　　　　　　　う「業務効率化推進委員会（仮
　　　　　　　称）」を設置し、業務効率化・職
　　　　　　　場環境改善に資するICT機器等の
　　　　　　　導入等の取組を行う病院
・補助対象経費　業務効率化・職場環境改善に資
　　　　　　　　するICT機器等の導入等に係る
　　　　　　　　必要経費
・補助率　4/5以内

物価上昇の影響がある中でも障害福祉サービス
事業所等がサービスを円滑に継続できるよう、必
要な備品や大規模災害の備えとしての備蓄品等の
購入費用の一部を助成します。

・補助対象者　障害福祉サービス事業所等
・交付額
　設備・備品に対する補助
　　基準単価
　　　訪問系サービス事業所
　　　　20万円/事業所
　　　相談系サービス事業所
　　　　10万円/事業所
　　　通所系サービス事業所
　　　　14万円/事業所
　　　入所系サービス事業所
　　　　14万円/事業所

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

障害福祉分野における生産性 14,701
向上推進総合事業補助金
[051001]

障がい者支援課
 TEL　026-235-7104
 FAX　026-234-2369
 shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

【新】
私立幼稚園等ICT化サポート 31,375
事業補助金
[040501]

県民の学び支援課
 TEL　026-235-7058
 FAX　026-235-7284
 ken-manabi@pref.nagano.lg.jp

【新】
地域子ども・子育て支援事業 26,096
における事業継続支援事業費
[040702]

こども若者局こども・家庭課
 TEL　026-235-7098
 FAX　026-235-7390
 kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

介護福祉士修学資金等貸付事 313,550
業費
[050902]

介護支援課
 TEL　026-235-7113
 FAX　026-235-7394
 kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

ケアプランデータ連携システ 34,000
ム導入支援モデル事業費
[050902]

介護支援課
 TEL　026-235-7111
 FAX　026-235-7394
 kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

私立幼稚園等における幼児教育の質の向上を図
るため、業務効率化や業務負担軽減につながるICT
環境整備を支援します。

・補助対象者　私立幼稚園等
・補助対象経費　ICT機器等の導入経費
・補助率　3/4以内

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

介護職を目指す学生の修学等を支援するため、
介護福祉士修学資金等の貸付に係る経費を助成し
ます。

・補助対象者　長野県社会福祉事業団

物価上昇といった厳しい環境の中でも、安定的
な事業運営を継続して提供できるようにするた
め、物品の購入等に係る経費に対し補助します。

・対象事業
　市町村が実施する子ども・子育て支援法に基づ
　く地域子ども・子育て支援事業（放課後児童健
　全育成事業等）
・負担割合　国1/3、県1/3、市町村1/3

地域全体での介護現場の生産性向上を推進する
ため、モデル地域を設定し、ケアプランデータ連
携システムの導入及び効果検証を行います。

・補助対象者　市町村、広域連合
・補助率　10/10以内

障害福祉サービス事業所等の人材の確保・定着
を図るため、業務効率化や業務負担軽減につなが
る介護テクノロジーの導入経費を助成します。

・補助対象者　障害福祉サービス事業所等
・補助対象経費　介護ロボット・ICT機器等の導入
　　　　　　　　経費
・補助率　3/4以内
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

【新】
介護分野における小規模事業 7,500
者等による協働化等推進事業
補助金
[050902]

介護支援課
 TEL　026-235-7113
 FAX　026-235-7394
 kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

社会福祉施設等整備事業補助 258,724
金
[051001]

障がい者支援課
 TEL　026-235-7149
 FAX　026-234-2369
 shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

障がい児安全安心対策事業補 1,725
助金
[051001]

障がい者支援課
 TEL　026-235-7149
 FAX　026-234-2369
 shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

介護職員処遇改善加算等取得 5,624
促進支援事業費
[051001]

障がい者支援課
 TEL　026-235-7149
 FAX　026-234-2369
 shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

【新】
障害福祉分野における経営改 4,212
善等サポート促進事業費

障がい者支援課
 TEL　026-235-7149
 FAX　026-234-2369
 shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

障害福祉サービス事業所等に係る福祉・介護職
員等の処遇改善に向け、福祉・介護職員等処遇改
善加算の取得を促進するため、個別の助言・指導
等を実施します。

障がい児の性被害防止のため、プライバシー保
護に必要な設備等の設置経費を助成します。

・補助対象者　障害児通所支援事業所等
・補助対象経費　パーテーション、カメラ等
　　　　　　　　の設備設置経費
・補助率　3/4以内

小規模事業者の経営の安定化を図るため、複数
の法人で構成する事業者グループが協働で行う、
職場環境改善に資する取組を支援します。

・補助対象者　小規模法人を含む、複数の法人に
              より構成される事業者グループ
・補助率　定額

障害福祉サービス事業所等の情報公表や財務状
況の見える化を促進するため、支援体制を整備し
ます。

障がい者の地域移行の推進及び障がい福祉施設
の安全・安心を確保するため、受け皿となる施設
の創設等に係る経費を助成します。

・補助対象者　社会福祉法人等
・補助対象経費　障がい福祉施設の創設等に係る
　　　　　　　　整備費
・補助率　3/4以内
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

抗インフルエンザウイルス薬 104,098
備蓄事業費
[051101]

薬事管理課
 TEL　026-235-7157
 FAX　026-235-7398
 yakuji@pref.nagano.lg.jp

○　地域公共交通の維持・利用転換

ドライバー等人材確保支援事 27,200
業補助金
[020901]

交通政策局交通政策課
 TEL  026-235-7015
 FAX  026-235-7396
 kotsu@pref.nagano.lg.jp

地域鉄道安全性向上支援事業 90,145
補助金
[020902]

交通政策局交通政策課
 TEL  026-235-7015
 FAX  026-235-7396
 kotsu@pref.nagano.lg.jp

持続可能な地域公共交通を実現するため、バ
ス・タクシードライバーの更なる人材確保に向け
た取組を支援します。

①大型第二種免許の取得支援
　・補助対象者　県内乗合バス事業者
　・補助対象経費　大型第二種免許の取得に
　　　　　　　　　要する経費
　・補助率　10/10以内
　　　　　　（上限額　１人当たり30万円）
②採用活動経費への支援
　・補助対象者　県内乗合バス事業者、
　　　　　　　　タクシー事業者
　・補助対象経費　採用活動に要する経費
　・補助率　1/6以内
　　　　　　（上限額　１者当たり70万円）

　*県内乗合バス事業者の運転手数：1,500人
                                 （2028年度）
　*県内タクシー事業者の運転手数：3,200人
                                 （2028年度）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

新型インフルエンザの発生とまん延に備え、健
康被害を最小限にとどめるため、感染の拡大防止
と患者等の治療に必要な抗インフルエンザウイル
ス薬を購入備蓄します。

・備蓄品目及び備蓄予定数
　　タミフル      　　　　　： 4,900人分
　　タミフルドライシロップ　：48,200人分
　　ラピアクタ　  　　　　　： 7,400人分

地域鉄道の安全性を確保するため、地域鉄道事
業者が行う設備整備を支援します。

・補助対象者　地域鉄道事業者
・補助対象経費　PCマクラギ化、レール交換等に
　　　　　　　　要する経費
・補助率　1/6以内

　*鉄道施設の老朽化、設備不良に起因する重大事故
　 の発生件数：０件（2026年度）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

○　ツキノワグマ対策の推進

ツキノワグマ総合対策事業費 50,200
[100406]

森林づくり推進課
 TEL　026-235-7273
 FAX　026-234-0330
 choju@pref.nagano.lg.jp

【新】
ツキノワグマ対策専門人材育 8,475
成事業費
[100406]

森林づくり推進課
 TEL　026-235-7273
 FAX　026-234-0330
 choju@pref.nagano.lg.jp

【新】
野生鳥獣被害対策実施隊広域 9,288
連携モデル構築事業費
[100406]

森林づくり推進課
 TEL　026-235-7273
 FAX　026-234-0330
 choju@pref.nagano.lg.jp

ツキノワグマによる人身被害ゼロを目指し、人
の生活圏への出没防止及び人身被害の回避のた
め、総合的な対策を実施します。

・ツキノワグマの専門家派遣による指導・普及啓
　発を実施
・市町村と連携したツキノワグマの出没状況の情
　報発信
・市町村が実施する、ツキノワグマの出没防止対
　策や対応体制の構築、出没時の捕獲対応等の総
　合的な対策を支援

　*ツキノワグマによる人身被害ゼロ（2026年度）

地域におけるツキノワグマ被害の未然防止と住
民の安心・安全の確保に資する対応力の向上を図
るため、市町村及び県の担当職員等への研修及び
捕獲者の射撃技術向上講座を実施します。

・ツキノワグマに関する専門人材養成研修の開催
・ツキノワグマ対策射撃技術向上講座の開催

　*講習会受講市町村：77市町村（2026年度）
　*射撃技術向上講座受講者：45名（2026年度）

野生鳥獣被害対策における担い手の人材不足や
高齢化、緊急対応の困難さなどの課題を克服する
ため、市町村間で連携し、迅速かつ効果的な被害
対策を実施できる体制を整備します。

・広域連携の推進及び市町村間の連携調整等を担
　う職員を配置し、事業の円滑な実施を支援
・市町村間の広域的な連携体制モデルを構築

　*広域連携体制モデルの構築：１地域（2026年度）
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